
 

制定   平成 24･06･07 関東産保第 15 号 
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高圧ガス保安関東東北産業保安監督部長表彰実施細則 

 

 

高圧ガス関東東北産業保安監督部長表彰は、高圧ガス保安関東東北産業保安

監督部長表彰実施要領（平成２４年６月１２日 平成 24・06・07 関東産保第

15 号）（以下、「実施要領」という。）によるほか、関東東北産業保安監督部

（東北支部を除く。）においては、この実施細則に基づき行うものとする。 

 

１．表彰の種類及び表彰数 

表彰の種類及び種類ごとの表彰数は、次のとおりとする。 

① 優良製造所は、原則として６件以内とする。 

② 優良販売業者（液化石油ガス販売事業者を含む。）、優良貯蔵所所有者

（貯蔵所占有者を含む。）及び優良特定高圧ガス消費者（以下「優良販売

業者等」という。）は、原則として合計５件以内とする。 

③ 保安功労者は、原則として１０名以内とする。 

④ 優良製造保安責任者、優良販売主任者、優良業務主任者及び優良取扱

主任者（以下「優良製造保安責任者等」という。）は、原則として合計５

名以内とする。 

⑤ その他優良事業所等 

イ 優良防災事業所は、原則として５件以内とする。 

ロ 優良運送事業所は、原則として３件以内とする。 

ハ 優良運送従事者、優良移動監視者（以下「優良運送従事者等」とい

う。）は、原則として２名以内とする。 

ニ 優良保安団体は、原則として５件以内とする。 

（注）保安団体とは、高圧ガスの保安、防災等を目的とした公益法人、協同組

合、任意団体をいう。 

 

２．選考方法 

 



選考は、管内都県並びに指定都市（以下、「都県等」という。）、関東高圧ガ

ス保安団体連合会（以下「連合会」という。）若しくは関東液化石油ガス協議

会（以下「協議会」という。）から推薦された者、又は関東東北産業保安監督

部保安課（以下「保安課」という。）が推薦した者について、実施要領４．に

よるほか、次に定める選考要件に基づき表彰審査会の審査を経て行う。 

 

３．選考要件 

１．の表彰対象者は（１）に掲げる要件のすべてを満たすこと。また、１．

⑤その他優良事業所等については、（２）に掲げる要件に該当するものとす

る。 

（１）表彰前提要件 

① 高圧ガス保安に係る経済産業大臣表彰又は通商産業大臣表彰を受けた

ことがある者にあっても推薦候補者とすることができる。 

② 都県等から推薦された者については、原則として推薦に係る種類と同

種の都県知事表彰（同等の扱いの感謝状を含む。）を受けているもの（該

当する知事表彰制度がない場合にあっては、関係保安団体会長表彰を受

けているものとする。ただし、優良防災事業所、優良運送事業所、優良

運送従事者及び優良保安団体にあってはこの限りでない。）、また、団体

から推薦された者については、原則として推薦に係る種類と同種の推薦

した団体の表彰を受けているもの。 

 ③ 経済産業省が定める高圧ガス・コンビナート事故対応要領又は液化石

油ガス関係事故対応要領で定めるＡ級又はＢ級の事故を過去１０年間起

こしておらず、また、「高圧ガス保安法」、「液化石油ガスの保安の確保及

び取引の適正化に関する法律（以下「液化石油ガス法 」という。）」及び

「ガス事業法」に係る違反を起こしていないもの 

④ 他の模範として表彰することが適当と認められるもの。 

⑤ 液化石油ガス法に係る販売事業者及びその事業に係る者にあっては、

ガスを供給している消費者のうち、要設置戸数に対する安全器具の設置

率が９０％以上、かつ、業務用厨房に対する業務用換気警報器又はＣＯ

警報器の設置率が９０％以上であるもの。 

（２）その他優良事業所等表彰要件 

① 優良防災事業所については、次の各号の一に該当するものであるこ

と。 

イ 高圧ガス地域防災協議会等の要請に基づき高圧ガスに係る防災活動を

行っている事業所であって、積極的に地域の防災活動に貢献しているこ

と。 



ロ 移動中の高圧ガスを積載した車両に発生した事故の拡大を迅速、か

つ、的確に防止し、もって公共の安全の確保に多大な貢献をしているこ

と。（当該事故の原因が自己の職務上の責任に帰さない場合に限る。） 

② 優良運送事業所については、次の各号に該当するものであること。 

イ 高圧ガスの運送車両の管理、運送方法等の保安上の措置が特に優れ、

かつ、保安に関して積極的な熱意を持っていること。 

ロ 運送関係の法令が遵守されていること。 

③ 優良運送従事者等については、次の各号に該当する者であること。 

イ 高圧ガスの運送業者に現に勤務する者であって、高圧ガスの運送につ

いての経験が深く、運送の方法等が保安上特に優れ、保安に関して積極

的な熱意を持っていること。 

ロ 運送関係法令において過去１０年間無事故、無違反であること。 

④ 優良保安団体については、地域の高圧ガスに係る保安、防災、啓発、

指導活動等に著しく貢献しているものであること。 

 

４．推薦方法 

（１）推薦件数等 

都県等、連合会、協議会及び保安課（以下「推薦機関」という。）にお

ける推薦件数は、表彰の種類ごとに２件以内とする。 

なお、表彰の種類ごとに複数の候補を推薦する場合は、種類ごとに推

薦順位を付すものとする。 

（２）推薦書等の提出期限、提出先等 

① 推薦機関は、別に指定する期日までに保安課へ推薦書、補足資料及

び経歴書（履歴書）（各１部）を提出するものとする。 

ただし、指定都市は県を経由して提出すること。 

② 補足資料は、表彰の種類により次のとおりとする。 

イ 優良製造所、優良販売業者等、優良防災事業所及び優良運送事業所

にあっては、表彰該当事項について、保安上の管理、組織、技術及び

教育等で特に優れていることを示す資料 

ロ 保安功労者、優良製造保安責任者等及び優良運送従事者等にあって

は、功績の内容について詳細に記載した資料 

ハ 優良防災事業所にあっては、地域の防災活動等に著しく貢献してい

ることを示す資料 

ニ 優良保安団体にあっては、地域の保安、防災、啓発、指導活動等に

ついて著しく貢献のあったことを示す資料 



また、液化石油ガス法に係る液化石油ガス販売事業者及びその事業

に係る者については、上記に加えて液化石油ガス安全器具等設置状況

申告書（１部）を提出するものとする。 

③ 経歴書（履歴書）は、高圧ガスに関する事項及び賞罰を主として記

載したものとする。 

④ １．表彰の種類ごとの推薦書及び液化石油ガス安全器具等設置状況

申告書様式は、次のとおりとする。 

イ 優良製造所及び優良販売業者等 様式１ 

ロ 保安功労者 様式２ 

ハ 優良製造保安責任者等 様式３ 

二 優良防災事業所 様式４ 

ホ 優良運送事業所 様式５ 

ヘ 優良運送従事者等 様式６ 

ト 優良保安団体 様式７ 

チ 液化石油ガス安全器具等設置状況申告書 様式８ 

 

５．表彰審査会 

２．の表彰審査会の構成及び運営方法については別に定める 

 

 

附 則 この実施細則は、平成２４年６月１２日から施行する。 

附 則 この実施細則は、平成３０年３月２７日から施行する。 

附 則 この実施細則は、令和２年４月７日から施行する。 

附 則 この実施細則は、令和４年９月３０日から施行する。 

 

 

 

 



 

様式１ 

 

優良製造所及び優良販売業者等推薦書 

 

表彰の種類     推薦都県等・団体名                           

（ふりがな） 

１ 事業所名 

 

                        （法人番号       ） 

２ 所在地 〒                       （電話         ） 

３ 代表者名                         （役職         ） 

４ 許可年月日等  

５ 従業員数 従業員数（   名）うち保安部門（   名） 

６ 高圧ガスの製造又は販売年数及び事業

の概要 

年 ヶ月（取扱いガスの種類     ） 

 

 内訳： 

  年 月～ 年 月  事業所名   

  年 月～ 年 月  事業所名   

※過去に大臣及び部長表彰の受賞歴がある場合は、当該受賞をした年月を記載するとと

もに、当該受賞に係る表彰日を製造または販売年数の起算日とすること。 

７ 従業員の免状の所有状況 （１）製造保安責任者   名 

（２）販売主任者   名 

（３）液化石油ガス設備士   名 

（４）取扱主任者   名 

表彰の種類に応じた業務に必要な免状所有

者数÷保安部門及び表彰の種類に応じた業

務部門に所属する従業員数（％） 

％ 

（表彰の種類に応じた業務に必要な免状所有者数（ 名）÷保安部門及び表彰の種類に応

じた業務部門に所属する従業員数（ 名） 

８ 

保

安

管

理 

設備構造及び保安上の措置状況  

 上記のうち、耐震設計設備基準

に基づく措置状況 

※高圧ガス設備等耐震設計基準（昭和５６年通商産業省告示第５１５号）が制定又は改

正される前に設置された古い高圧ガス設備（重要度がⅠａ又はⅠである塔及び貯槽が対

象）の全てについて、最新の耐震設計基準以上となっている又はその計画を有している

場合は、当該措置状況を記載すること。 

規程類の整備・活用、保安管理の組織

の整備及び保安要員の配備状況 

 

 上記のうち、リスクアセスメン

ト等の取組状況 

※リスクアセスメント（コンビナート等保安規則（昭和６１年通商産業省令第８３号）

の適用を受ける特定製造事業者以外の事業所等にあっては、危険予知訓練、ヒヤリハッ

ト等を含む。）に関して、実施規程の整備、実施のための組織・人員の配置等がなされて

おり、成果を上げている場合は、当該内容を記載すること。 

施設等についての保安上の改善状況  

９ 

保

安

技

術 

社（所）内における技術情報の整備、

活用状況及び研究実績 

 

保安関係の新技術・手法等の活用状況 ※保安関係の新技術・手法等を積極的に活用するとともに、改善の取組を行っている場

合は、当該内容を記載すること。 

 保安関係の新技術・手法等の導

入した技術等の効果・検証状況 

＊保安関係の新技術・手法等の導入した技術に関して、効果を適切に検証している場合

は、当該内容を記載すること。 

公的機関、団体等における保安関係の

委員会、研究会等への参加状況 

 

10 

保

安

教

育 

社（所）内における保安関係の従業員

教育の実施状況 

 

 上記のうち、技術伝承に着目し

た人材育成への取組状況 

※現場における技術伝承に着目し、従業員等のレベルに応じた教育計画の策定や保安教

育プログラムを有しており、その成果を上げている場合は、当該内容を記載すること。 

保安関係の研修会、講習会、防災訓練

等への講師等の派遣又は参加状況 

 

11 災害時等における高圧ガス保安行政へ

の協力の有無 

有、無 

（有の場合の具体的内容【警察・消防等の公的機関からの表彰・感謝状、民間団体等か

らの表彰・感謝状】） 

12 保安団体に対する貢献  

13 過去における表彰、感謝状等の受賞歴  

14 耐震性向上への取組状況 ○耐震設計設備基準通達への適合の有無 



有、無（対象設備を有していない場合はその旨を記載。適合しているか未確認である場

合は「無」とする。） 

※耐震設計設備基準通達とは、次の通達をいう。 

①既存高圧ガス設備の耐震性向上対策について（球形貯槽・横置円筒形貯槽）（５７立局

第１８０号） 

②既存高圧ガス設備の耐震性向上対策について（塔類）（５８立局第２０４号） 

③既存高圧ガス設備の耐震性向上対策について（平底円筒形貯槽）（５９立局第５７５

号） 

○耐震通知に基づく都道府県への報告の有無 

有、無（報告対象の対象設備を有していない場合はその旨を記載。） 

※耐震通知とは、「既存の高圧ガス設備の耐震性向上対策について（平成２６年５月２１

日付け２０１４０５１９商局第１号）」をいう。 

15 高圧法及び液石法に係る事故歴（２０

年間） 

○平成２８年以降の高圧法に係る事故：Ａ・Ｂ１・Ｂ２・Ｃ１級の区分及び内容 

○平成２７年以前の高圧法に係る事故：Ａ・Ｂ・Ｃ級の区分及び内容 

○液石法に係る事故：Ａ・Ｂ・Ｃ級の区分及び内容 

16 高圧法及び液石法に係る法令違反等の

有無及び内容 

有、無 

（有の場合の具体的内容） 

17 その他の法令違反等の有無及び内容 有、無 

（有の場合の具体的内容） 

18 推薦意見  

 

注） 

１ 事業所名は、旧字体、新字体の別を正確に記載すること。 

２ 表彰の種類の欄には、優良製造所、優良販売業者（液化石油ガス販売事業者）、優良貯蔵所所有者（貯蔵所占有者）又は優良特定

高圧ガス消費者の別を記入すること。なお、記入に当たっては推薦書等を確認し、記入間違いが生じないよう十分注意すること。 

３ 事業の概要は、当該高圧ガスをいつから取り扱っているか等を具体的に記載すること。 

４ 推薦意見は、できるだけ具体的に記載すること。 

  



様式２ 

 

保安功労者推薦書 

 

推薦都県等・団体名                   

 

（ふりがな） 

１ 氏名 

（現住所） 

 

 

（〒                          （電話         ）） 

２ 所属（役職名） 

（所属先住所） 

 

（〒                          （電話         ）） 

３ 略歴  

４ 製造所等従事年数 年  ヶ月 

 内訳： 

  年 月～ 年 月 所属組織名   

  年 月～ 年 月 所属組織名   

※過去に大臣及び部長表彰の受賞歴がある場合は、当該受賞をした年月を記載するととも

に、当該受賞に係る表彰日を従事年数の起算日とすること。 

５ 保安団体従事年数 年  ヶ月 

※過去に大臣及び部長表彰の受賞歴がある場合は、当該受賞をした年月を記載するととも

に、当該受賞に係る表彰日を従事年数の起算日とすること。 

６ 保安団体への主要な関わり 会長・副会長：  年  ヶ月 

理事：  年  ヶ月 

 会長・副会長内訳： 

  年 月～ 年 月 所属保安団体名・役職 

 理事内訳： 

  年 月～ 年 月 所属保安団体名・役職 

 

※過去に大臣及び部長表彰の受賞歴がある場合は、当該受賞をした年月を記載するととも

に、当該受賞に係る表彰日を製造または販売年数の起算日とすること。 

７ 受賞時年齢 年  月  日生（  才） 

８ 

保

安

に

関

す

る

功

績 

所属する事業所等における保安管

理、保安技術、保安教育等に関す

る実績 

 

 上記のうち、耐震設計設備

基準に基づく措置状況 

※高圧ガス設備等耐震設計基準（昭和５６年通商産業省告示第５１５号）が制定又は改正さ

れる前に設置された古い高圧ガス設備（重要度がⅠａ又はⅠである塔及び貯槽が対象）の全

てについて、最新の耐震設計基準以上となっている又はその計画を有している場合は、当該

措置状況を記載すること。 

 上記のうち、リスクアセス

メント等の取組状況 

※リスクアセスメント（コンビナート等保安規則（昭和 61 年通商産業省令第 88 号）の適用

を受ける特定製造事業者以外の事業所等にあっては、危険予知訓練、ヒヤリハット等を含

む。）に関して、実施規程の整備、実施のための組織・人員の配置等がなされており、成果を

上げている場合は、当該内容を記載すること。 

 上記のうち、保安関係の新

技術・手法等の活用状況 

※保安関係の新技術・手法等を積極的に活用するとともに、改善の取組を行っている場合

は、当該内容を記載すること。 

 上記のうち、保安関係の新

技術・手法等の導入した技

術等の効果・検証状況 

＊保安関係の新技術・手法等の導入した技術等に関して、効果を適切に検証している場合

は、当該内容を記載すること。 

 上記のうち、技術伝承に着

目した人材育成への取組状

況 

※現場における技術伝承に着目し、従業員等のレベルに応じた教育計画の策定や保安教育プ

ログラムを有しており、その成果を上げている場合は、当該内容を記載すること。 

公的機関、団体等の保安関係の委

員等としての実績及び研修会、講

習会の講師等に関する実績 

 

保安に関する改善・考案等の実績  

９ 災害時等における高圧ガス保安行

政への協力の有無 

有、無 

（有の場合の具体的内容【警察・消防等の公的機関からの表彰・感謝状、民間団体等からの

表彰・感謝状】） 



10 過去における表彰、感謝状等の受

賞歴 

 

11 耐震性向上への取組状況 ○耐震設計設備基準通達への適合の有無 

有、無（対象設備を有していない場合はその旨を記載。適合しているか未確認である場合は

「無」とする。） 

※耐震設計設備基準通達とは、次の通達をいう。 

①既存高圧ガス設備の耐震性向上対策について（球形貯槽・横置円筒形貯槽）（５７立局第１

８０号） 

②既存高圧ガス設備の耐震性向上対策について（塔類）（５８立局第２０４号） 

③既存高圧ガス設備の耐震性向上対策について（平底円筒形貯槽）（５９立局第５７５号） 

○耐震通知に基づく都道府県への報告の有無 

有、無（報告対象の対象設備を有していない場合はその旨を記載。） 

※耐震通知とは、「既存の高圧ガス設備の耐震性向上対策について（平成２６年５月２１日付

け２０１４０５１９商局第１号）」をいう。 

12 高圧法及び液石法に係る事故歴

（２０年間） 

○平成２８年以降の高圧法に係る事故：Ａ・Ｂ１・Ｂ２・Ｃ１級の区分及び内容 

○平成２７年以前の高圧法に係る事故：Ａ・Ｂ・Ｃ級の区分及び内容 

○液石法に係る事故：Ａ・Ｂ・Ｃ級の区分及び内容 

13 高圧法及び液石法に係る法令違反

等の有無及び内容 

有、無 

（有の場合の具体的内容） 

14 その他の法令違反等の有無及び内

容 

有、無 

（有の場合の具体的内容） 

15 推薦意見 推薦項目（イ、ロ、ハ）の区分 

 

 

注） 

１ 氏名は、旧字体、新字体の別を正確に記載すること。 

２ 略歴欄は、高圧ガス事業所及び保安団体での経験年数、合計年数、担当職名等を記入すること。 

３ 事故歴は、本人に起因するものと、本人が役員等の責任的立場に在職中に発生したものを分けて記入すること。 

４ 推薦意見は、できるだけ具体的に記載すること。 

５ 推薦項目（イ、ロ、ハ）の区分は、以下のとおり。 

イ 高圧ガスの製造、販売若しくは貯蔵又は特定高圧ガスの消費に現在従事する者であって、高圧ガスに関する学識経験が深く、自

己の所属する高圧ガス事業所等において保安に関する管理技術及び教育の面において優秀な業績を有し、かつ、関係保安団体にお

ける保安活動に尽力する等、高圧ガスの保安に関し経験を有し、特に功労がある者で、原則として、高圧ガス事業所又は関係保安

団体等において永年その業務に従事している者であること。 

ロ 高圧ガスによる災害事故を事前に察知し、身をもって、これを未然に防止し、又は、既に発生した事故の拡大を防止し、もって

公共の安全の確保に多大な貢献をしたことがあること。（当該事故の原因が自己の職務上の責任に帰されない場合に限る。） 

ハ 高圧ガス保安に係る研究、啓発、指導、高圧ガス機器の製造等高圧ガス事業に密接な関連を有する分野において、高圧ガス保安

のため特に顕著な業績を上げた者であること。 

  



様式３ 

 

優良製造保安責任者等推薦書 

 

表彰の種類      推薦都県等・団体名                          

（ふりがな） 

１ 氏名 

（現住所） 

 

 

（〒                            （電話      ）） 

２ 所属（役職名） 

（所属先住所） 

 

（〒                            （電話      ）） 

３ 略歴 優良製造責任者等の資格（取得年月日） 

無・有 

（資格の種類：                ） 

（取得年月日：  年  月  日） 

 

 

※過去に大臣及び部長表彰の受賞歴がある場合は、当該受賞をした年月を記載するととも

に、当該受賞に係る表彰日を従事年数の起算日とすること。 

＊＊資格を複数取得している場合は、表彰対象の代表的な資格を記載すること。 

４ 高圧ガスに係る従事年数 年  ヶ月 

（高圧ガス経験年数     年） 

 内訳： 

   年 月～年 月 所属組織名・役職 

   年 月～年 月 所属組織名・役職 

 

 

※過去に大臣及び部長表彰の受賞歴がある場合は、当該受賞をした年月を記載するととも

に、当該受賞に係る表彰日を従事年数の起算日とすること。 

５ 製造保安責任者等経験年数 年  ヶ月 

 （製造保安責任者等経験年数   年） 

内訳： 

   年 月～年 月 所属組織名 

   年 月～年 月 所属組織名 

 

 

※過去に大臣及び部長表彰の受賞歴がある場合は、当該受賞をした年月を記載するととも

に、当該受賞に係る表彰日を従事年数の起算日とすること。 

６ 保安団体従事年数 年  ヶ月 

内訳： 

   年 月～年 月 所属団体名・役職 

   年 月～年 月 所属団体名・役職 

 

※過去に大臣及び部長表彰の受賞歴がある場合は、当該受賞をした年月を記載するととも

に、当該受賞に係る表彰日を従事年数の起算日とすること。 

７ 受賞時年齢 年  月  日生（  才） 

８ 

保

安

に

関

す

る

功

績 

所属する事業所等における保安管

理、保安技術、保安教育等に関する

実績 

 

 上記のうち、耐震設計設

備基準に基づく措置状況 

※高圧ガス設備等耐震設計基準（昭和５６年通商産業省告示第５１５号）が制定又は改正さ

れる前に設置された古い高圧ガス設備（重要度がⅠａ又はⅠである塔及び貯槽が対象）の全

てについて、最新の耐震設計基準以上となっている又はその計画を有している場合は、当該

措置状況を記載すること。 

 上記のうち、リスクアセ

スメント等の取組状況 

※リスクアセスメント（コンビナート等保安規則（昭和 61 年通商産業省令第 88 号）の適用

を受ける特定製造事業者以外の事業所等にあっては、危険予知訓練、ヒヤリハット等を含

む。）に関して、実施規程の整備、実施のための組織・人員の配置等がなされており、成果

を上げている場合は、当該内容を記載すること。 



 上記のうち、保安関係の

新技術・手法等の活用状

況 

※保安関係の新技術・手法等を積極的に活用するとともに、改善の取組を行っている場合

は、当該内容を記載すること。 

 上記のうち、保安関係の

新技術・手法等の導入し

た技術等の効果・検証状

況 

＊保安関係の新技術・手法等の導入した技術等に関して、効果を適切に検証している場合

は、当該内容を記載すること。 

 上記のうち、技術伝承に

着目した人材育成への取

組状況 

※現場における技術伝承に着目し、従業員等のレベルに応じた教育計画の策定や保安教育プ

ログラムを有しており、その成果を上げている場合は、当該内容を記載すること。 

保安関係の研修会、講習会の講師等

の保安指導に関する実績 

 

保安に関する改善・考案等の実績  

９ 災害時等における高圧ガス保安行

政への協力の有無 

有、無 

（有の場合の具体的内容【警察・消防等の公的機関からの表彰・感謝状、民間団体等からの

表彰・感謝状】） 

10 過去における表彰、感謝状等の受

賞歴 

 

11 耐震性向上への取組状況 ○耐震設計設備基準通達への適合の有無 

有、無（対象設備を有していない場合はその旨を記載。適合しているか未確認である場合は

「無」とする。） 

※耐震設計設備基準通達とは、次の通達をいう。 

①既存高圧ガス設備の耐震性向上対策について（球形貯槽・横置円筒形貯槽）（５７立局第

１８０号） 

②既存高圧ガス設備の耐震性向上対策について（塔類）（５８立局第２０４号） 

③既存高圧ガス設備の耐震性向上対策について（平底円筒形貯槽）（５９立局第５７５号） 

○耐震通知に基づく都道府県への報告の有無 

有、無（報告対象の対象設備を有していない場合はその旨を記載。） 

※耐震通知とは、「既存の高圧ガス設備の耐震性向上対策について（平成２６年５月２１日

付け２０１４０５１９商局第１号）」をいう。 

12 高圧法及び液石法に係る事故歴

（２０年間） 

○平成２８年以降の高圧法に係る事故：Ａ・Ｂ１・Ｂ２・Ｃ１級の区分及び内容 

○平成２７年以前の高圧法に係る事故：Ａ・Ｂ・Ｃ級の区分及び内容 

○液石法に係る事故：Ａ・Ｂ・Ｃ級の区分及び内容 

13 高圧法及び液石法に係る法令違反

等の有無及び内容 

有、無 

（有の場合の具体的内容） 

14 その他の法令違反等の有無及び内

容 

有、無 

（有の場合の具体的内容） 

15 推薦意見  

 

（注） 

１ 氏名は、旧字体、新字体の別を正確に記載すること。 

２ 表彰の種類の欄には、優良製造保安責任者、優良販売主任者、優良業務主任者又は優良取扱主任者の別を記入すること。なお、記

入に当たっては推薦書等を確認し、記入間違いが生じないよう十分注意すること。 

３ 略歴欄は、取得資格の種類及び高圧ガス経験年数、製造保安責任者等経験年数、保安団体での経験年数、合計年数、担当職名等を

記入すること。 

４ 事故歴は、本人に起因するものと、本人が役員等の責任的立場に在職中に発生したものを分けて記入すること。 

５ 推薦意見は、できるだけ具体的に記載すること。 

  



様式４ 

 

優良防災事業所推薦書 

 

推薦都県等・団体名                  

 

（ふりがな） 

１ 事業所名 

 

                            （法人番号       ） 

２ 所在地 〒                           （電話      ） 

３ 代表者名  

４ 指定年月日 年  月  日（活動年数：  年間） 

５ 従業員数  名（内、高圧ガスの防災に係る部署の従業員数 名） 

６ 指定された高圧ガスの種類  

７ 事業の概要  

８ 

防

災

活

動 

防災出動体制、組織規程の整備及

び要員の確保状況 

 

防災訓練等の実施状況  

防災活動用の装置、機材の整備状

況 

 

９ 

保

安

に

関

す

る

功

績 

社（所）内における保安情報の整

備、活用状及び研究実績 

 

社（所）内における保安関係の従

業員教育の実施状況 

 

社（所）外における保安関係の研

修会、講習会等への講師等の派遣

又は参加状況 

 

10 災害時等における高圧ガス保安行

政への協力の有無 

有、無 

（有の場合の具体的内容【警察・消防等の公的機関からの表彰・感謝状、民間団体等からの

表彰・感謝状】） 

11 保安団体に対する貢献  

12 過去における表彰、感謝状等の受

賞歴 

 

13 耐震性向上への取組状況 ○耐震設計設備基準通達への適合の有無 

有、無（対象設備を有していない場合はその旨を記載。適合しているか未確認である場合は

「無」とする。） 

※耐震設計設備基準通達とは、次の通達をいう。 

①既存高圧ガス設備の耐震性向上対策について（球形貯槽・横置円筒形貯槽）（５７立局第１

８０号） 

②既存高圧ガス設備の耐震性向上対策について（塔類）（５８立局第２０４号） 

③既存高圧ガス設備の耐震性向上対策について（平底円筒形貯槽）（５９立局第５７５号） 

○耐震通知に基づく都道府県への報告の有無 

有、無（報告対象の対象設備を有していない場合はその旨を記載。） 

※耐震通知とは、「既存の高圧ガス設備の耐震性向上対策について（平成２６年５月２１日付

け２０１４０５１９商局第１号）」をいう。 

14 高圧法及び液石法に係る事故歴

（２０年間） 

○平成２８年以降の高圧法に係る事故：Ａ・Ｂ１・Ｂ２・Ｃ１級の区分及び内容 

○平成２７年以前の高圧法に係る事故：Ａ・Ｂ・Ｃ級の区分及び内容 

○液石法に係る事故：Ａ・Ｂ・Ｃ級の区分及び内容 

15 高圧法及び液石法に係る法令違反

等の有無及び内容 

有、無 

（有の場合の具体的内容） 

16 その他の法令違反等の有無及び内

容 

有、無 

（有の場合の具体的内容） 

17 推薦意見  

18 その他 ・リスクアセスメント、危険予知訓練、ヒヤリハット等に関して、実施規程の整備、実施の

ための組織・人員の配置等がなされており、成果を上げている場合は、当該内容を記載する

こと。 



・保安関係の新技術・手法等を積極的に活用するとともに、改善の取組を行っている場合

は、当該内容を記載すること。 

・保安関係の新技術・手法等の導入した技術等に関して、効果を適切に検証している場合

は、当該内容を記載すること。 

・現場における技術伝承に着目し、従業員等のレベルに応じた教育計画の策定や保安教育プ

ログラムを有しており、その成果を上げている場合は、当該内容を記載すること。 

（注） 

１ 事業所名は、旧字体、新字体の別を正確に記載すること。 

２ 法令違反及び事故歴の有無は、高圧ガス保安法及び液化石油ガス法を中心とする。また、事故歴は事故措置要項に基づき、Ａ、

Ｂ、Ｃ級の区分を行う。 

３ 事業の概要は、高圧ガスに係る事業の内容、略歴等を具体的に記載すること。 

４ 推薦意見は、できるだけ具体的に記載すること。 

  



様式５ 

 

優良運送事業所推薦書 

 

推薦都県等・団体名                   

 

（ふりがな） 

１ 事業所名 

 

（法人番号       ） 

２ 所在地 〒                          （電話       ） 

３ 代表者名 （役職名    ） 

４ 高圧ガス運送開始日 年  月  日（活動年数：  年間） 

５ 従業員数及び車両台数 名（内、高圧ガス移動に係る部署の従業員数  名）      

台 

６ 免状等の所有者数 

（１）移動監視者 

（２）製造保安責任者 

（３）販売主任者 

（４）その他 

 

７ 運送する高圧ガスの種類  

８ 事業の概要  

９ 

保

安

管

理 

保安管理組織の整備及び移動監視

者等の配置状況 

 

社（所）内における委員会、研究

会等の活動状況 

 

運送車両等に関する保安上の管

理・改善状況 

 

10 

保

安

教

育 

社（所）内における保安関係の従

業員教育の実施状況 

 

社（所）外における保安関係の研

修会、講習会等への講師等の派遣

又は参加状況 

 

社（所）外における保安関係の研

修会、講習会等への講師等の派遣

又は参加状況 

 

11 災害時等における高圧ガス保安行

政への協力の有無 

有、無 

（有の場合の具体的内容【警察・消防等の公的機関からの表彰・感謝状、民間団体等からの

表彰・感謝状】） 

12 保安団体に対する貢献  

13 過去における表彰、感謝状等の受

賞歴 

 

14 高圧法及び液石法に係る事故歴

（２０年間） 

○平成２８年以降の高圧法に係る事故：Ａ・Ｂ１・Ｂ２・Ｃ１級の区分及び内容 

○平成２７年以前の高圧法に係る事故：Ａ・Ｂ・Ｃ級の区分及び内容 

○液石法に係る事故：Ａ・Ｂ・Ｃ級の区分及び内容 

15 高圧法及び液石法に係る法令違反

等の有無及び内容 

有、無 

（有の場合の具体的内容） 

16 その他の法令違反等の有無及び内

容 

有、無 

（有の場合の具体的内容） 

17 推薦意見  

18 その他 ・リスクアセスメント、危険予知訓練、ヒヤリハット等に関して、実施規程の整備、実施の

ための組織・人員の配置等がなされており、成果を上げている場合は、当該内容を記載する

こと。 

・保安関係の新技術・手法等を積極的に活用するとともに、改善の取組を行っている場合

は、当該内容を記載すること。 

・保安関係の新技術・手法等の導入した技術等に関して、効果を適切に検証している場合

は、当該内容を記載すること。 

・現場における技術伝承に着目し、従業員等のレベルに応じた教育計画の策定や保安教育プ

ログラムを有しており、その成果を上げている場合は、当該内容を記載すること。 



（注） 

１ 事業所名は、旧字体、新字体の別を正確に記載すること。 

２ 法令違反及び事故歴の有無は、高圧ガス保安法及び液化石油ガス法を中心とする。また、事故歴は事故措置要項に基づき、Ａ、

Ｂ、Ｃ級の区分を行う。 

３ 事業の概要は、高圧ガスに係る事業の内容、略歴等を具体的に記載すること。 

４ 推薦意見は、できるだけ具体的に記載すること。 

 

  



様式６ 

 

優良運送従事者等推薦書 

 

推薦都県等・団体名                     

 

（ふりがな） 

１ 氏名 

 

２ 生年月日 年  月  日（  才） 

３ 現住所 〒                             （電話       ） 

４ 略歴 (現に所属する事業所については、名称、所在地、電話番号を明記すること) 

移動監視者等の資格 

（取得年月日） 

無・有（資格の種類：    、取得年月日： 年 月  日） 

（高圧ガス経験年数     年間） 

 内訳： 

   年 月～年 月 所属組織名 

   年 月～年 月 所属組織名 

 

（輸送従事者等としての経験年数     年間） 

  内訳： 

   年 月～年 月 所属組織名 

   年 月～年 月 所属組織名 

 

※過去に部長表彰の受賞歴がある場合は、当該受賞をした年月を記載するとともに、当該受

賞に係る表彰日を経験年数の起算日とすること。 

５ 保安団体従事年数 年  ヶ月（起算日：  年  月  日） 

内訳： 

   年 月～年 月 所属団体名  

   年 月～年 月 所属団体名  

 

※過去に部長表彰の受賞歴がある場合は、当該受賞をした年月を記載するとともに、当該受

賞に係る表彰日を経験年数の起算日とすること。 

６ 

功

績

の

概

要 

自己の所属する事業所等における

保安管理技術及び保安教育に関す

る実績 

 

保安関係の研修会、講習会の講師

等、安全指導に関する実績 

 

保安に関する改善、考案等の実績  

７ 災害時等における高圧ガス保安行

政への協力の有無 

有、無 

（有の場合の具体的内容【警察・消防等の公的機関からの表彰・感謝状、民間団体等からの

表彰・感謝状】） 

８ 過去における表彰、感謝状等の受

賞歴 

 

９ 高圧法及び液石法に係る事故歴

（２０年間） 

○平成２８年以降の高圧法に係る事故：Ａ・Ｂ１・Ｂ２・Ｃ１級の区分及び内容 

○平成２７年以前の高圧法に係る事故：Ａ・Ｂ・Ｃ級の区分及び内容 

○液石法に係る事故：Ａ・Ｂ・Ｃ級の区分及び内容 

10 高圧法及び液石法に係る法令違反

等の有無及び内容 

有、無 

（有の場合の具体的内容） 

11 その他の法令違反等の有無及び内

容 

有、無 

（有の場合の具体的内容） 

12 推薦意見  

13 その他 ・リスクアセスメント、危険予知訓練、ヒヤリハット等に関して、実施規程の整備、実施の

ための組織・人員の配置等がなされており、成果を上げている場合は、当該内容を記載する

こと。 

・保安関係の新技術・手法等を積極的に活用するとともに、改善の取組を行っている場合

は、当該内容を記載すること。 



・保安関係の新技術・手法等の導入した技術等に関して、効果を適切に検証している場合

は、当該内容を記載すること。 

・現場における技術伝承に着目し、従業員等のレベルに応じた教育計画の策定や保安教育プ

ログラムを有しており、その成果を上げている場合は、当該内容を記載すること。 

 

（注） 

１ 氏名は、旧字体、新字体の別を正確に記載すること。 

２ 法令違反及び事故歴の有無は、高圧ガス保安法及び液化石油ガス法を中心とする。また、事故歴は事故措置要項に基づき、Ａ、

Ｂ、Ｃ級の区分を行い、個人、個人が所属する会社、団体等に分けて記入すること。 

３ 推薦意見は、できるだけ具体的に記載すること。 



様式７ 

 

優良保安団体推薦書 

 

推薦都県等・団体名                    

（ふりがな） 

１ 名称 

 

（法人番号       ） 

２ 所在地 〒             （電話       ） 

３ 代表者名  

４ 設立年月日 年  月  日（活動年数：  年間） 

※過去に部長表彰の受賞歴がある場合は、当該受賞をした年月を別に記載するとともに、当

該受賞に係る表彰日を活動年数の起算日とすること。 

５ 

組

織

の

構

成 

役員構成  

会員数  

その他  

６ 事業の概要  

７ 

保

安

に

関

す

る

功

績 

保安教育に関する実績  

保安情報の整備、活用状況及び保

安に関する調査、研究実績 

 

防災訓練等の実施状況  

８ 災害時等における高圧ガス保安行

政への協力の有無 

有、無 

（有の場合の具体的内容【警察・消防等の公的機関からの表彰・感謝状、民間団体等からの

表彰・感謝状】） 

９ 過去における表彰、感謝状等の受

賞歴 

 

10 推薦意見  

11 その他 ・リスクアセスメント、危険予知訓練、ヒヤリハット等に関して、実施規程の整備、実施の

ための組織・人員の配置等がなされており、成果を上げている場合は、当該内容を記載する

こと。 

・保安関係の新技術・手法等を積極的に活用するとともに、改善の取組を行っている場合

は、当該内容を記載すること。 

・保安関係の新技術・手法等の導入した技術等に関して、効果を適切に検証している場合

は、当該内容を記載すること。 

・現場における技術伝承に着目し、従業員等のレベルに応じた教育計画の策定や保安教育プ

ログラムを有しており、その成果を上げている場合は、当該内容を記載すること。 

 

（注） 

１ 事業所名は、旧字体、新字体の別を正確に記載すること。 

２ 事業の概要は、高圧ガスに係る事業の内容、略歴等を具体的に記載すること。 

３ 推薦意見は、できるだけ具体的に記載すること。 

  



様式８ 

 

液化石油ガス安全器具等設置状況報告書 

 

１ 都県市名        （                                           ） 

 

２ 表彰候補者名／同役職名 （                            ／              ） 

 

３ 当該販売事業者 

（１）名称       （                                           ） 

（２）所在地／電話番号 （〒                     ／電話                  ） 

（３）代表者名        （                     （役職名）                 ） 

（４）登録年月日／登録番号／所管 （    年  月  日／          ／                 ） 

 

４ 安全器具の設置状況 

要設置戸数（ａ） 設置済戸数（ｂ） 設置率（Ｃ＝１００×ｂ／ａ） 

戸 戸 ％ 

 

５ 業務用換気警報器又はＣＯ警報器の設置状況 

業務用厨房の数（ｄ） 
（ｄ）のうち、業務用換気警報器又はＣＯ

警報器を設置している施設数（ｅ） 

設置率 

（ｆ＝１００×ｅ／ｄ） 

施設 施設 ％ 

 

(注) 

１ 「要設置戸数（ａ）」は、当該販売事業者がガスを供給している全戸数（液石法に基づきガス漏れ警報器を設置すべき施設以外の施

設も含む）から、同法に基づくガス漏れ警報器を設置することを要しない戸数（燃焼器が屋外又は浴室内にあるものの戸数）を除い

た数とすること。 

２ 「設置済戸数（ｂ）」は、以下の①と②の合計を記載すること。なお、①②のガス漏れ警報器は有効期限内のものに限る。 

① マイコンメータＳ・ＳＢ・Ｅ・ＥＢ及びガス漏れ警報器を設置済みの戸数。ただし、マイコンメータＳＢ・ＥＢの警報器連動機能

にアダプターを取り付けたものを除く。 

② ガス漏れ警報器連動自動ガス遮断装置（業務用施設の屋外に流量検知式切替型漏えい検知装置を設置し、屋内に遮断弁（ガス漏れ

警報遮断弁付閉止弁等）を設置したものを含む）及びヒューズガス栓を設置済みの戸数。ただし、ゴム管による接続部分がない場合

はヒューズガス栓を設置することを要しない。 

３ 「業務用厨房の数（ｄ）には、業務用換気警報器又はＣＯ警報器の設置が不要な屋外のものを含まない。 

４ 「設置率」は、小数点以下を切り捨てる。 

５ 各項目は、本年４月１日現在で記入すること。 
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